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1　事業の概要

２　今後の事業の方向性

３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

１

合計 7.00 4,070 3,520 4,220

調整・審査業務
労働争議の調整　４件
個別労働紛争のあっせん　３件
不当労働行為救済申立事件の審査　２件

7.00 4,070 3,520 4,220

No
プロジェクト

細事業名 29年度　実施内容（実績）
職員数 29年度 30年度

No （人） （当初） （決算） （当初）

成果指標
設定理由

目標に対する

成果の状況

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性

・労働委員会の認知度向上
・労使紛争の解決促進
・調整・あっせん・審査業務の迅速化と的確化

・啓発活動を実施する。
・労政事務所や労働局等関係機関との連携を図る。
・事務局職員及び労働委員の資質向上を図る。

60,234

7.00 7.00

60,934

 概算人件費 （Ｃ） 57,932 55,398 56,714 56,714

 概算事業費（B（A）+C） 61,532

 決　　算　　額（B） 3,600 4,227 3,520

概　算
人　件

費

 職員数（人） 7 7

59,625

　その他 0 0 0 0

　県　債Aの
財源

　一般財源 3,735 4,776 4,070 4,220

　国庫支出金

当初予算 3,735 4,776 4,070 4,220 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 27年度 28年度

29年度

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 27年度 28年度 29年度 30年度 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A) 3,735 4,776 4,070 4,220

課・室

実施期間 S20 E-mail

目指す姿

・労使関係の調整を行い、その解決を図ることによる健全な労使関係の構築
・不当労働行為の救済申立に係る審査、救済命令の発出による、労働者の団結権・団体行動権の保護

（主な実施内容：労働争議の調整、個別労働紛争のあっせん、不当労働行為事件の審査　など）

事業番号 19 01 01 事業改善シート （29年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検

現状
(予算編成時)

雇用形態の多様化による非正規雇用の増加、成果主義の導入など労働環境は厳しくなって
おり、事業ニーズは引き続き高いものと考えられる。事件の処理期間については、事件の難
易度により左右されるものであるが、事務処理の迅速化を図り、有効性・効率性を高めていく
ことが必要である。

29年度
決算額

3,520 千円

職員数 7.00 人

roi@pref.nagano.lg.jp
しあわせ信州創造プラン（総合５か年計画）

プロジェクト

施策の
総合的展開

事　業　名 労働委員会　調整・審査業務
部局 労働委員会事務局

1/2

mailto:roi@pref.nagano.lg.jp
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

19 01 01

27年度 28年度

調整・審査業務
労働争議の調整、個別労働紛争の
あっせん、不当労働行為救済申立
事件の審査

直
接

・労働争議の調整
・個別労働紛争のあっせん
・不当労働行為事件の審査

労働争議の調整　４件
個別労働紛争のあっせん　3件
不当労働行為救済申立事件の審査　２件

　 3,735 4,776 4,070 4,070 0 3,520 19-01-01

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

3,735 4,776 4,070 4,070 0 3,520 0合　　　　計

施策の
総合的
展開

予算
(千円)

実施
年度

主な点検
区分結果

1

総合5か年計画 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 県民協働事業改善
備　考
(H28事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

番　号

□当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

29年度　実施内容（予定） 29年度　実施内容（実績）
29年度
実施
状況

29年度

事業番号
事　業　名 労働委員会　調整・審査業務 部局 労働委員会事務局 課・室


